
滋賀県琵琶湖環境部 温暖化対策課

平成2８年11月8日



１．滋賀県の特徴について
２．事業者行動計画書制度について
３．事業所訪問調査について
４．滋賀県のその他の温暖化対策にかかる

施策について

本日の内容



１．滋賀県の特徴について



土地の利用状況

総面積 約4,017km2

総人口 1,415,179人
総世帯数 560,796世帯

（平成28年９月１日時点）

滋賀県の地勢・土地利用状況
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県内気温と琵琶湖水温の経年変化

出典：滋賀県琵琶湖環境科学研究センターのデータより作成

（表層平均）

出典：彦根地方気象台のデータより作成

30年間で約１℃上昇

（彦根の年平均気温（上図）と琵琶湖の水温（下図）の経年変化）

100年間で約1.3℃上昇
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地球温暖化は我々の問題 ～琵琶湖の全循環①～
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出展：滋賀県琵琶湖環境科学研究センターのデータより作成

湖底直上1mの

溶存酸素濃度

琵琶湖は、毎年起き
る全循環によって、
その価値を維持して
いる

温かく
軽い水

冷たく
重い水
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地球温暖化は我々の問題 ～琵琶湖の全循環②～

【下層の酸素（溶存酸素）が低下すると･･･】

・平成19年２月は、暖冬により全循環が遅
れた。

（平均気温１．５℃程度の気温変化）

・このため、湖底の酸素状況の回復が遅れ、
低酸素化が見られた。

・琵琶湖では例年冬に全循環によって湖
底に酸素が供給される。

水温躍層

部分循環

酸 素

大気からの溶解

植物プランクトン

Ｈ19.2

酸素の消費

酸 素

植物プランクトン

大気からの溶解

全 循 環

例年冬

酸素の回復

琵琶湖は地球温暖化問題
の予兆をとらえる

「小さな窓」

温
暖
化
の
進
行
に
よ
る
懸
念

下層の溶存酸素低下

堆積物から
りんなど溶出

底生生物
深層の魚の減少

水質の悪化
生態系への影響
固有種の絶滅

琵琶湖の富栄養化 生物多様性の低下



8

エネルギー由来
97.9%

非エネルギー由

来
2.1%

エネルギー転換
0.0%
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家庭16.0%
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工業プロセス
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廃棄物
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県内総生産に占める第2次産業
の割合は41.0％で全国1位
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滋賀県の温室効果ガス排出量の状況

滋賀県低炭素社会づくり
推進計画

1990年比50％削減（目標）



２．滋賀県の事業者行動計画書制度
について
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滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例(2011.4）の概要

前文

★ 県は、低炭素社会の実現に向け、2030年における温室効果ガス排出量を
1990年比で50％削減することを決意

★ 低炭素社会を実現するための先駆的な取組により、地域経済の活性化が
可能となる

★ いずれ枯渇する化石燃料に依存する社会から転換し、低炭素社会を実現
することが必要

第１章 総則 第２章 県による基本的施策 第３章 事業者に係る取組

○ 県・事業者・県民等の責務 ○ 低炭素社会づくりに関する計画の
策定、指針の策定

○ 県の率先実施
○ 調査研究推進、環境産業の

育成・振興
○ 情報提供、環境学習推進

第４章 日常生活に係る取組

○ 県民等が取り組むよう努める
べき事項

○ 低炭素地域づくり活動計画
第５章 建築物・まちづくり

に係る取組

第６章 自動車等に係る取組

○ 公共交通機関等の利用
○ 温室効果ガス排出量がより少ない

自動車等の購入等
○ 自動車走行量の抑制等
○ アイドリングストップ等
○ 自動車管理計画

第７章 森林の保全・整備等

第８章 農・水産業に係る取組

第９章 雑則

○ 事業者が取り組むよう努めるべき事項

事業者行動計画の策定等

◆ 事業者行動計画には、自社の排出削減の

取組のほか、省エネ製品の製造や

サービスの提供など他者の排出削減に

より低炭素社会づくりに貢献する取組に

関する事項を定めることができる

◆ 知事は、提出された計画・報告書を速

やかに公表

◆ 中小規模事業者は、事業者行動計画

を任意に策定・提出することができる
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事業者行動計画書制度の概要① ～条例のねらいとの関係～

このことを事業活動に当てはめると・・・

「温室効果ガスの排出削減等」と「経済・社会の持続的な発展」とが両立して

いる社会 → 『環境と経済の両立』・『持続可能な社会』

○低炭素社会とは

◎単に温室効果ガスの排出を削減することが条例の目的ではなく、経済社

会の発展と環境の保全が調和した「社会づくり」を進めるのが目的。そ

の結果として、地球温暖化の防止にも貢献するもの。

低炭素社会づくりに資する事業活動とは、単に削減だけでなく、使用段

階で排出削減に資する環境製品の製造・普及等も含まれるとの認識。

他者での削減（使用段階等）
（新たな評価）

自社の削減
（従来の評価）

＋ ＝
事業活動の

低炭素社会へ
の貢献
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事業者行動計画書制度の概要② ～全体構成～

事業活動を通じた低炭素社会づくりに寄与する取組について定めた「事業者行動計画書」と、その実施状況
を記載した「事業者行動報告書」を提出いただき、それらの内容を県が公表します。

対象事業者の要件

① 前年度の年間エネルギー使用量が原油換算で

1,500kL以上の事業所を県内に有する事業者

② 前年度または前年のエネルギー起源CO2以外の温

室効果ガス排出量がCO2換算で3,000ｔ以上の事業

所を有する従業員21人以上の事業者

本社
エネルギー使用量

1,000kL

工場
メタン排出量

3,500t-CO２

研究所
エネルギー使用量

1,600kL
A社（従業員21人以上）

対象外 対象 対象

提出書類、記載事項、提出時期、公表内容

① 基本的な方針、推進体制、計画期間、過去の
取組

② 前年度の温室効果ガス排出量
③ 低炭素社会づくりのための取組および目標

自社の排出削減の取組、事業活動を通じた他者の排
出削減の取組、その他の取組

事業者行動計画書（計画期間ごとに提出）

① 報告年度の温室効果ガス排出量
② 低炭素社会づくりのための取組の実施
状況

自社の排出削減の取組、事業活動を通じた
他者の排出削減の取組、その他の取組

事業者行動報告書（毎年度提出）提
出
書
類
、
記
載
事
項

提
出
時
期

計画期間初年度の7月末日まで
計画期間中、各年度の翌年度の

7月末日まで

公
表
内
容

上記①および③の内容 上記②の内容

例

概要



事業者行動計画書等の提出状況
 平成27年度報告書（平成26年度実績）提出状況

報告書提出事業所数 350事業所
（義務提出事業所 292事業所／任意提出事業所 58事業所）

 報告書提出事業所の業種別割合
製造業 約80％
業務分野 約18％

 報告書提出事業者におけるエネルギー使用量と温室効果ガス排出量
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県全体の二酸化炭素排出量の
４割弱を把握

年度 H25 H26 対前年度比

E量(TJ) 102,025 97,646 95.7%

排出量(kt-CO2) 5,524 5,352 96.9%

比較事業所数 350 ―

電力原単位 0.514 0.522 101.6％



３．事業所訪問調査について



事業所訪問調査の概要
 事業所訪問調査の目的

1. 滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例に基づき、事業所を訪問して
事業者行動計画書・報告書に記載されている取組などについて、詳細な実
態を把握する。

2. 取組状況等に課題がある事業所に対して助言を行うことにより、県全体の取
組水準のさらなる向上を図り、温室効果ガス排出量削減を推進する。

3. 「優良な取組」が実施されていた場合は滋賀県低炭素社会づくりの推進に関
する条例に基づく、表彰についての応募を促す。

 訪問調査の体制
温暖化対策課職員 １～２名
環境事務所（県内６カ所）職員 １～２名
委託業者 １～２名（エネルギー管理士含む）

 訪問調査の実施状況

平成23年 18事業所 →試行
平成24年 19事業所
平成25年、平成26年 20事業所 → 優良な事業所の確認・表彰
平成27年 ７事業所 →取組の進んでいない事業所への指導・助言
平成28年 ７事業所（予定）
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職種は化学・環境行政中心
だが、行政職も



訪問調査の流れ
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 訪問調査実施フロー

事前準備

調査対象事業所のスクリーニング

訪問調査の実施

事業所へのフィードバック（助言・指摘）

訪問調査時の確認ポイント整理

計画書・報告書記載内容および環境法令遵守状況の確認

調査対象候補の抽出・決定

調査結果のとりまとめ



職員のスキルアップの工夫
 訪問調査マニュアルの整備

（本編） 訪問調査実施手順の解説、

様式類の整備

（資料編） エネルギー管理に関する

基礎知識の参考書

 温室効果ガス削減取組事例集の作成

 研修の実施

・ 環境省DVD「自治体担当者向け温暖化対策と省エネの基礎知識」の活用

・ 庁内施設を用いての実地研修 17

 

 

目 次 

 

 

１．事業所訪問調査および本マニュアルの目的 .................................... 1 
２．事業所訪問調査の流れ ...................................................... 2 

2.1 調査対象事業所のスクリーニング ......................................... 3 
2.2 事前準備 ............................................................... 9 
2.3 訪問調査の実施 ........................................................ 15 
2.4 訪問調査により得た結果の取り扱い ...................................... 17 
2.5 調査結果のとりまとめ .................................................. 18 
2.6 訪問調査結果の通知 .................................................... 18 

３．訪問調査確認結果様式作成方法 ............................................. 19 
3.1 作成手順 .............................................................. 19 
3.2 情報選択時の注意点等 .................................................. 20 

４．様式集 ................................................................... 32 
4.1 （様式１）訪問調査事前調査票 .......................................... 32 
4.2 （様式２）設備別訪問調査現地確認票 .................................... 35 
4.3 （様式３）訪問調査とりまとめ様式 ...................................... 40 
4.4 （様式４）訪問調査確認結果 ............................................ 43 

資料編   訪問調査における具体的な確認ポイント ............................. 45 
１．エネルギー管理に関する基礎知識 ......................................... 45 

1.1 エネルギー管理に関する制度 .......................................... 45 
1.2 事業所におけるエネルギー管理体制 .................................... 50 

２．エネルギー消費設備に関する基礎知識 ..................................... 53 
2.1 コンプレッサ ........................................................ 54 
2.2 ボイラ .............................................................. 60 
2.3 空気調和設備 ........................................................ 65 
2.4 照明設備 ............................................................ 73 

参考資料   用語集 ......................................................... 76 
 
 



18

訪問調査票
（事業所概要）

訪問調査マニュアルの内容①

18

統一した調査票を用いること
により、担当者によるばらつき
を少なくする
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設備内容確認項目＜仕様等＞

レシプロ式　・　スクリュー式　・スクロール式　・ターボ式 　　有　　・　　無

水冷　・　空冷 　　有　　・　　無

給油式・無給油式（オイルフリー）　 （排気ダクト・ファン設置・冷温エアの供給など）

ヒアリング項目

【コ－１】コンプレッサの吐出圧の改善に関する設問

（１）設備機器で必要とされる使用側の圧力はどれくらいですか？

（２）吐出圧はどれくらいですか

（３）吐出圧の低圧化はできないか

【コ－２】設備のメンテナンス実施状況に関する設問

台数制御

吸気温度対策

圧縮方式

□ 高圧の機器があるため実施が困難である

□ 検討を行なっていない

　設問に対し、概ね該当するものにチェックをつける。網掛けありはネガティブチェック項目で、その他の設問で大きく削減が
できた、また全社的に取り組んでいる等優良な事例につながるものがあったら内容について引き続きヒアリングを行う。

□ 使用側の圧力を把握していない

□ 供給側の圧力（吐出圧）を把握している（吐出圧：　　　　～　　　　　MPａ）　　　　　　　

□ 使用側の圧力を把握している（使用側圧力：　　　　～　　　　　MPａ）　　　　　　　

□ 現場サイドとの調整を行いつつ低圧化を進めた

□ 高圧が必要な設備への対策を行うことで低圧化を進めた（専用機の設置・増圧器の設置・）

【事業者行動計画書制度　訪問調査票（コンプレッサ）】

用途 動力用（エアシリンダー等設備の駆動動力源）　・　洗浄用（洗浄、吹きつけ、エアシャワー等）

冷却方式

油の混入対策

□ 供給側の圧力（吐出圧）を把握していない

評価項目
（該当するもの
にチェック）

□自らの創意工夫による
□大きな課題に挑戦
□組織的・全社的に実施
□日常的・継続的に実施
□削減効果を意識

評価項目
□自らの創意工夫による
□大きな課題に挑戦

訪問調査票（設備別）

流れに沿い

質問する

訪問調査マニュアルの内容②

19

設備ごとに、現地調査
において想定される
質問内容を整理



訪問調査確認結果様式
（事業所へフィードバック）

訪問調査マニュアルの内容③
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＜作成手順＞ 

①現地確認内容および

助言内容を記載 

 

②助言内容および設備

規模に基づき、対策情

報データの目次シー

トより「点検の視点」

「他事業所での削減

事例」を選択 

 

③対策情報データで表

示されるセルを訪問

調査確認結果様式に

貼り付け 

表示セルを張り付け 

① 

 

③ 

設備ごとに、助言内容
や、削減事例のひな型
を用意
→事業所の設備に応じ
て選択



資料編（例：コンプレッサ）

訪問調査マニュアルの内容④
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コンプレッサ ドライヤ

ミスト
セパレータ

レシーバー
タンク

ヘッダー

使用設備

使用設備

使用設備

使用設備

使用設備

使用設備

使用設備

使用設備

使用設備

使用設備

プレ
フィルタ

供給側 

輸送経路 

使用側 

【コンプレッサの基本系統図例】 

 

圧縮方式 レシプロ式 スクリュ－式 スクロール式 ターボ式 

 

概要 

往復するピストンがシ

リンダー内を上下し、容

積を小さくし、空気を圧

縮する。 

構造物が回転することにより容積を小さくし、

空気を圧縮する。 

内部の羽根車を回転

させることにより、

遠心力で空気を圧縮

する。 

特徴 

長所 

高圧縮が可能。 

運転効率が高い。 

耐久性が高い。 

高圧縮が可能。 

騒音・振動が小さい。 

耐久性が高い。 

小型・軽量化。 

耐久性が高い。 

大型・多量に圧縮空

気を使用する場合に

適している。 

短所 騒音・振動が大きい。 
無負荷時でも電力を消

費する。 

逆回転するおそれがあ

る（逆止弁必要）。 

小中容量には向かな

い。 

冷
却
方
式 

水
冷
式 

ケーシングやクーラーに冷却水を流し、冷却水により潤滑油・潤滑水および圧縮された空気を冷却

する方式。 

空
冷
式 

自然放熱およびファンでケーシングやクーラーに通風して、冷却風により潤滑油・潤滑水および圧

縮空気を冷却する方式。 

外観 

  
 

 

 

 

省エネ対策 ①コンプレッサ運転台数の適正化 

対策内容 

コンプレッサは無負荷運転(アンロード※)状態でも一定の電力を消費しています。複数のコン

プレッサによって圧縮空気を作り出している場合には、コンプレッサのアンロード状態を必要

最小限に調整することで省エネルギーになります。 

現地確認 

事  項 

・コンプレッサ台数の確認 

・アンロード状態のコンプレッサが複数台ないか確認 

・ロード、アンロード※時間の確認 

 

（５）想定される質問例 

質問例１ 圧縮空気の使用実態の把握 

a) コンプレッサの圧縮空気は何に使っていますか？ 

（使用先ごとに）どの程度の圧力が必要ですか？ 

使用先の設備・機器が必要とする圧力を示すカタログや仕様書があれば見せてください。 

（使用先ごとに）空気の吸入から、コンプレッサ設置場所、使用先までの圧縮空気の管路はど

のようになっていますか？ 

b) コンプレッサの形式は何ですか？ 

メーカーによるメンテナンスは定期に行っていますか？ 性能や効率は低下していません

か？  

c) コンプレッサの導入時期はいつですか？ 

質問の狙い 

a) 圧縮空気の使用実態を確認する。 

b) コンプレッサの管理実態を確認する。 

c) 設備更新や大規模なレイアウト変更に関連する指導・助言の有効性を判断する。 

 

設備の概要、現地確認
事項、想定される質問
例などを、できるだけわ
かりやすく整理



温室効果ガス排出削減取組事例集
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県内事業所に配布
→優良事例の水平展開



４．滋賀県のその他の温暖化対策に
かかる施策について



24

優れた取組の周知、顕彰

【条例第44条】顕彰

「県は、低炭素社会づくりに関する特に優れた取組を行った県民、事業者および

民間団体の顕彰を行うものとする。」

【条例第20条、第21条、第22条】

事業者行動計画書、事業者行動
報告書の作成

「自社の削減」、「使用段階（他者）
での削減」などについて、積極的な
取組、継続的な取組などを記載して
いただく。

事業者行動計画書、事業者行動
報告書の公表

例：『Ｙ社 エア漏れ低減活動』

生産ラインの作業員に、音の違いに
よるエア漏れ穴の大きさを判別する
研修取り入れ。

意識向上と、効率的改善を継続的に
実施している。

H25から実施



平成27年度滋賀県低炭素社会づくり賞表彰式(平成28年3月29日)

 県内に事業所等を有する事業者が取り組む、
温室効果ガス排出削減に貢献する製品・
サービスを生み出す県内で行われる事業活動
を表彰するもの。

(※経済界と滋賀県で取り組んできた滋賀エコ・エ
コノミープロジェクトにおける表彰制度、「しが低炭
素リーダー賞」の一部を引継ぐ形で実施)

【平成27年度受賞事業所】
●京セラ株式会社 滋賀八日市工場(東近江市)
●積水化学工業株式会社 多賀工場 (多賀町)
●パナホーム株式会社 本社工場(東近江市)

滋賀県低炭素社会づくり賞

25

 「滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する
条例」に基づく事業者行動計画書制度にお
いて、事業者行動計画書および報告書を提
出した者のうち、事業活動における自社の
温室効果ガス排出量の削減に関して他の
事業者の模範となる特に優れた取組を行っ
ている事業者を表彰するもの。

事業者行動計画書制度部門 低炭素化事業部門

【平成27年度受賞事業所】
●株式会社アオヤマエコシステム(大津市)
→活性酸素処理による琵琶湖水草堆肥化の開発
●湖北工業株式会社(長浜市)
→琵琶湖のヨシを原材料とする電気二重層キャパ
シタ電極材料活性炭の製造

●滋賀特機株式会社(大津市)
→空調制御システム・デマンドコントローラ「かん
デマ」の製造・販売

→冷蔵ショーケースの省エネを実現する「ジャス
ト・クール・システム」の開発

●株式会社セブンワンツリーズ(野洲市)
→照明器具の省エネコンサルティングおよび販売

25



事業者向け省エネ支援
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 中小企業者等の計画的な省エネ行動を促進するため、これまで「省エネセミナー」による普及啓発、
専門家派遣による「省エネ診断」、「省エネ設備整備」への助成 により切れ目のない支援を実施。

Phase ②
専門家派遣による
「省エネ診断」

Phase ①
「省エネセミナー」
による普及啓発

Phase ③
「省エネ設備整備」

への助成

工場照明のLED化

高効率空調設備への更新

【平成27年5月18日開催分】
 今夏の電力需給
 省エネ・節電の方法
 省エネ取組の先進事例
 国・県の助成制度

【支援実績】
平成25年度 12件
平成26年度 17件
平成27年度 20件

○○すれば○○
の省エネ効果が
期待できますよ。

【支援実績】
平成25年度 12件
平成26年度 21件
平成27年度 33件
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貢献量評価① ～製品等を通じた貢献～
製品等を通じて貢献するとは

県内事業者の状況（H２７事業者行動報告書に見られる“貢献取組”の記載状況）

省エネ効果の高い製品・サービスや再生可能エネルギーを活用する製品などを

生み出すことで、それらが無い場合と比べて、使用段階も含めた社会全体での

温室効果ガス排出量を削減すること。

(1) 省エネ製品等の製造

イ 太陽光発電などア エコカー、炭素繊維など

エ 省エネ家電・

産業用機器など

条例に基づく事業者行動報告書提出事業所350事業所中、約４割（約139事業
所）で、製品の使用による省エネ効果を記載。

【貢献取組の内訳】

ウ LED照明など

(2) 省エネ製品の販売、省エネサービスの提供など

http://www.irisohyama.co.jp/led/


貢献量評価② ～県内事業者の取組事例～

28
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自動車管理計画、アイドリング・ストップ

自動車の使用に伴う温室効果ガスの排出抑制に向けた取組について定めた「自動車管理計画書」
と、その実施状況を記載した「自動車管理報告書」を提出いただき、それらの内容を県が公表しま
す。

概要

・ 県内に使用の本拠を有する、事業用の自動車を100台以上使用する事業者

ただし、二輪自動車、ブルドーザーやフォークリフトなどの特殊自動車、販売店で展示用として用いる自動車、レ
ンタカーや教習用の自動車、消防車等の緊急自動車等は除外

対象事業者の要件

提出書類、記載事項、提出時期、公表内容

① 基本的な方針、推進体制、計画期間
② 自動車の使用に伴う温室効果ガス
の排出抑制のための取組および目標

自動車管理計画書（計画期間ごとに提出）

① 自動車の使用に伴う温室効果ガス
の排出抑制のための取組の実施状況

自動車管理報告書（毎年度提出）提
出
書
類
、

記
載
事
項

提
出

時
期

計画期間初年度の7月末日まで
計画期間中、各年度の翌年度の

7月末日まで

公
表

内
容

上記記載事項の内容 上記記載事項の内容

自
動
車
管
理
計
画

ア
イ
ド

リ
ン
グ
・

ス
ト
ッ
プ

【義務】自動車等の運転者は、駐車（①継続的な停
車、または②停車して自動車等を離れる）する場合
は、アイドリング・ストップをしなければならない

【義務】駐車場等の管理者は、看板等によ
りアイドリング・ストップを行うべきことを周
知する措置を講じなければならない



ご静聴ありがとうございました

滋賀県イメージキャラクター「うぉーたん」
～みんなから愛される琵琶湖の水の妖精～


	スライド番号 1
	１．滋賀県の特徴について�２．事業者行動計画書制度について�３．事業所訪問調査について�４．滋賀県のその他の温暖化対策にかかる�　　施策について�
	１．滋賀県の特徴について
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	地球温暖化は我々の問題　～琵琶湖の全循環①～
	地球温暖化は我々の問題　～琵琶湖の全循環②～
	スライド番号 8
	２．滋賀県の事業者行動計画書制度について
	滋賀県低炭素社会づくりの推進に関する条例(2011.4）の概要
	スライド番号 11
	事業者行動計画書制度の概要②　～全体構成～
	事業者行動計画書等の提出状況
	３．事業所訪問調査について
	事業所訪問調査の概要
	訪問調査の流れ
	職員のスキルアップの工夫
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	４．滋賀県のその他の温暖化対策にかかる施策について
	優れた取組の周知、顕彰
	滋賀県低炭素社会づくり賞
	事業者向け省エネ支援
	貢献量評価①　～製品等を通じた貢献～
	貢献量評価②　～県内事業者の取組事例～
	スライド番号 29
	ご静聴ありがとうございました

